
　　　高知県国民保護協議会運営要綱（案）
　（趣旨）

第１条　この要綱は、高知県国民保護協議会条例（平成17年高知県条例第４号。以下「条例」という。）第７条の規定により、高知県国民保護協議会（以下「協議会」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。

　（会長の職務代理）

第２条　条例第３条の会長があらかじめ指名する委員は、次に掲げる者とする。

　(1) 副知事

　(2) 出納長

　(3) 県理事（危機管理担当）

２　前項に掲げる者が会長の職務を代理する順位は、同項各号の順序による。

　（会議の公開）

第３条　協議会の会議（以下この条第２項から第５条まで及び第７条において「会議」という。）は、原則として公開する。ただし、審議会等の会議の公開に関する指針（平成11年３月１日知事決定）で定める非公開事由に該当する場合は、会長は、協議会の会議を公開しないことができる。

２　会長は、前項ただし書の規定により会議を公開しないこととしたときは、当該会議に報告し、その承認を求めなければならない。

　（会議の招集及び議事等）

第４条　委員は、やむを得ない理由により会議に出席できないときは、会議の開会までにその旨を会長に連絡するものとする。

２　前項の場合において、委員（国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有する者として任命された委員（以下「有識者等委員」という。）を除く。）は、その属する機関の職員のうちから代理人を選任し、その者を会議に出席させることができる。この場合、代理人は、出席した協議会の議事の参与については、委員とみなす。

３　会議を欠席する委員は、会長を通じて、招集のあった会議に付議される事項について、書面により意見を提出することができる。ただし、前項の規定により代理人を出席させる場合を除く。

４　議長は、会議において必要と認めるときは、幹事及び専門委員の意見を求めることができる。

　（会議録）

第５条　会議を開いたときは、会議録を作成するものとする。

２　前項の会議録には、議長及び会議においてその都度定めた署名委員２名が署名するものとする。

３　第１項の会議録には、次に掲げる事項を記載しなければならない。

　(1) 開催日時及び場所

　(2) 出席委員の氏名

　(3) 会議の経過の概要

　(4) 議案別の議事の概要

　（幹事会）

第６条　協議会に幹事をもって構成する幹事会を置き、幹事長は県参事（危機管理担当）をもって充てるものとする。

２　協議会に付議する事項は、特別な場合を除き、幹事会の審議を経るものとする。

３　幹事会の会議（以下この条において「幹事会議」という。）は、会長が招集し、幹事長が、その議長となる。

４　会長は、その属する機関の職員のうちから幹事が任命されていない委員及び有識者等委員を幹事会議に出席させることができる。この場合、当該委員は、出席した幹事会の議事の参与については、幹事とみなす。

５　幹事会議の議長は、前条第３項の規定に準じた会議録を作成するものとする。

６　第３条、第４条並びに条例第４条第２項及び第３項の規定は、幹事会議に準用する。

　（専決処分）

　第７条　会長は、協議会が処理すべき事項のうち、次に掲げるものについて、専決処分することができる。

　　(1) 関係指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関並びに指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協力を求めること。

　　(2) その他軽微な事項

　２　会長は、前項の規定により専決処分をしたときは、次の会議に報告しなければならない。

　　（異動等の報告）

第８条　県職員のうちから任命する委員及び幹事並びに有識者等委員を除き、異動等による後任の委員又は幹事の任命が必要な場合は、当該委員又は幹事の属する機関の代表者は、後任候補者を選任し、その役職、氏名及び異動等年月日を会長に報告しなければならない。

　（庶務）

第９条　協議会の庶務は、高知県総務部危機管理課において処理する。

　

　　　　附　則
　この要綱は、平成　年　月　日から施行する。

　　　高知県国民保護協議会条例（平成17年高知県条例第４号）
　（趣旨）

第１条　この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第112号）第38条第８項の規定により、高知県国民保護協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。

　（委員及び専門委員）

第２条　協議会の委員の定数は、54人以内とする。

２　専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。

　（会長の職務代理）

第３条　会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

　（会議）

第４条　協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。

２　協議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開き、議決をすることができない。

３　協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

　（幹事）

第５条　協議会に、幹事55人以内を置く。

２　幹事は、委員の属する機関の職員のうちから、知事が任命する。

３　幹事は、協議会の所掌事務について、委員及び専門委員を補佐する。

　（部会）

　第６条　協議会に、部会を置くことができる。

　２　部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。

　３　部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。

　４　部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者がその職務を代理する。

　　（雑則）

　第７条　この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。

　　　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。（平成17年３月29日公布）

審議会等の会議の公開に関する指針
                                                       　　平成11年 3月 1日知事決定
                                                           　　平成13年 4月 1日一部改正
　　　　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成17年 4月 1日一部改正
１　目的
　この指針は、審議会等の会議を公開することにより、県民に対し審議状況を明らかにし、県民の県政に対する理解と信頼を深め、もって県民参加による公正で開かれた県政を一層推進することを目的とする。
２　対象とする審議会等
　この指針の対象とする審議会等は、次のとおりである。
(1) 地方自治法第１３８条の４第３項の規定に基づき知事の下に設置された附属機関
(2) 要綱等により知事の下に設置された機関で(1)の附属機関に準ずるもの
　ただし、法令、条例又は規則により、審議会等の会議が非公開とされているものを除く。
３　公開基準
　審議会等の会議は、原則として公開する。ただし、次のいずれかに該当する場合は、当該会議を公開しないことができる。
(1) 会議において、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例第１号。）第６条第１項第１号から第７号までに規定する情報に該当する事項について審議等を行う場合
(2) 会議を公開することにより、公正又は円滑な審議が著しく阻害され、会議の目的が達成されないと認められる場合
４　会議の公開・非公開の決定
　審議会等は、「３　公開基準」に基づき、次のいずれかをあらかじめ決定すること。
(1) 公開
(2) 非公開
５　公開の方法等
(1) 審議会等の会議の公開は、会議の傍聴を希望する者に、当該傍聴を認めることにより行う。この場合、当該審議会等は、一定数の傍聴席の設置及び傍聴者への会議資料の提供について十分配慮すること。
　　また、審議会等は、会議を円滑に運営するため、会場の秩序維持に努めること。
(2) 審議会等は、報道機関の取材活動について十分配慮すること。
(3) 審議会等は、会議の終了後、公開した会議の会議資料及び会議録、答申、提言等を県民室で供覧又はインターネットの高知県ホームページに掲載すること。
６　会議開催の周知
　審議会等は、公開の会議の開催に当たっては、原則として当該会議の開催日の２週間前までに、次の事項を本庁舎と主要な出先機関に掲示するとともに、報道機関へ提供する等の方法により行うこと。
(1) 審議会等の名称
(2) 開催日時　     
(3) 開催場所　     
(4) 議題　         
(5) 傍聴者の定員　 
(6) 傍聴手続　     
(7) 問い合わせ先　 
(8) その他必要な事項
７　その他
　この指針の運用に当たって必要な事項は、別に定める。
８　適用期日
　この指針は、平成１１年４月１日以降に開催される審議会等の会議に適用する。

	○武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（国民保護協議会関係概要）


（都道府県協議会の設置及び所掌事務）
第三十七条　都道府県の区域に係る国民の保護のための措置に関し広く住民の意見を求め、当該都道府県の国民の保護のための措置に関する施策を総合的に推進するため、都道府県に、都道府県国民保護協議会（以下この条及び次条において「都道府県協議会」という。）を置く。
２　都道府県協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。
一　都道府県知事の諮問に応じて当該都道府県の区域に係る国民の保護のための措置に関する重要事項を審議すること。
二　前号の重要事項に関し、都道府県知事に意見を述べること。
３　都道府県知事は、第三十四条第一項又は第八項の規定により国民の保護に関する計画を作成し、又は変更するときは、あらかじめ、都道府県協議会に諮問しなければならない。ただし、同項の政令で定める軽微な変更については、この限りでない。
４　第三十三条第六項の規定は、都道府県協議会がその所掌事務を実施する場合について準用する。
　　→関係者に対して資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協力を求めることができる。
（都道府県協議会の組織）
第三十八条　都道府県協議会は、会長及び委員をもって組織する。
２　会長は、都道府県知事をもって充てる。
３　会長は、会務を総理する。
４　委員は、次に掲げる者のうちから、都道府県知事が任命する。
一　当該都道府県の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関の長又はその指名する職員
二　防衛庁長官が指定する陸上自衛隊に所属する者、海上自衛隊に所属する者及び航空自衛隊に所属する者
三　当該都道府県の副知事
四　当該都道府県の教育委員会の教育長、警視総監又は当該道府県の道府県警察本部長及び特別区の消防長
五　当該都道府県の職員（前二号に掲げる者を除く。）
六　当該都道府県の区域内の市町村の長及び当該都道府県の区域を管轄する消防長
七　当該都道府県の区域において業務を行う指定公共機関又は指定地方公共機関の役員又は職員
八　国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有する者
５　委員の任期は、二年とし、再任することを妨げない。委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
６　都道府県協議会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。
７　専門委員は、関係指定地方行政機関の職員、当該都道府県の職員、当該都道府県の区域内の市町村の職員、関係指定公共機関又は指定地方公共機関の職員及び国民の保護のための措置に関し専門的な知識又は経験を有する者のうちから、都道府県知事が任命する。
８　前各項に定めるもののほか、都道府県協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。
（都道府県の国民の保護に関する計画）
第三十四条　都道府県知事は、基本指針（下記第三十二条）に基づき、国民の保護に関する計画を作成しなければならない。
２　前項の国民の保護に関する計画に定める事項は、次のとおりとする。
一　当該都道府県の区域に係る国民の保護のための措置の総合的な推進に関する事項
二　都道府県が実施する第十一条第一項及び第二項に規定する国民の保護のための措置に関する事項
三　国民の保護のための措置を実施するための訓練並びに物資及び資材の備蓄に関する事項
四　市町村の国民の保護に関する計画及び指定地方公共機関の国民の保護に関する業務計画を作成する際の基準となるべき事項
五　国民の保護のための措置を実施するための体制に関する事項
六　国民の保護のための措置の実施に関する他の地方公共団体その他の関係機関との連携に関する事項
七　前各号に掲げるもののほか、当該都道府県の区域に係る国民の保護のための措置に関し都道府県知事が必要と認める事項
３　都道府県知事は、その国民の保護に関する計画の作成に当たっては、指定行政機関の国民の保護に関する計画及び他の都道府県の国民の保護に関する計画との整合性の確保を図るよう努めなければならない。
４　都道府県知事は、その国民の保護に関する計画を作成する場合において、他の都道府県と関係がある事項を定めるときは、当該都道府県の知事の意見を聴かなければならない。
５　都道府県知事は、その国民の保護に関する計画を作成するときは、あらかじめ、総務大臣を経由して内閣総理大臣に協議しなければならない。
６　都道府県知事は、その国民の保護に関する計画を作成したときは、速やかに、これを議会に報告し、並びに当該都道府県の区域内の市町村の長及び関係指定地方公共機関に通知するとともに、公表しなければならない。
７　前条第六項の規定は、都道府県知事がその国民の保護に関する計画を作成する場合について準用する。
　　→関係者に対して資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協力を求めることができる。
８　第三項から前項までの規定は、第一項の国民の保護に関する計画の変更について準用する。ただし、第五項の規定は、政令で定める軽微な変更については、準用しない。
（都道府県の実施する国民の保護のための措置）
第十一条　都道府県知事は、対処基本方針が定められたときは、この法律その他法令の規定に基づき、第三十四条第一項の規定による都道府県の国民の保護に関する計画で定めるところにより、当該都道府県の区域に係る次に掲げる国民の保護のための措置を実施しなければならない。
一　住民に対する避難の指示、避難住民の誘導に関する措置、都道府県の区域を越える住民の避難に関する措置その他の住民の避難に関する措置
二　救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置
三　武力攻撃災害の防除及び軽減、緊急通報の発令、退避の指示、警戒区域の設定、保健衛生の確保、被災情報の収集その他の武力攻撃災害への対処に関する措置
四　生活関連物資等の価格の安定等のための措置その他の国民生活の安定に関する措置
五　武力攻撃災害の復旧に関する措置
２　都道府県の委員会及び委員は、対処基本方針が定められたときは、この法律その他法令の規定に基づき、前項の都道府県の国民の保護に関する計画で定めるところにより、都道府県知事の所轄の下にその所掌事務に係る国民の保護のための措置を実施しなければならない。
（基本指針）
第三十二条　政府は、武力攻撃事態等に備えて、国民の保護のための措置の実施に関し、あらかじめ、国民の保護に関する基本指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。
２　基本指針に定める事項は、次のとおりとする。
一　国民の保護のための措置の実施に関する基本的な方針
二　指定行政機関の国民の保護に関する計画、都道府県の国民の保護に関する計画及び指定公共機関の国民の保護に関する業務計画の作成並びに国民の保護のための措置の実施に当たって考慮すべき武力攻撃事態の想定に関する事項
五　第二号に掲げる国民の保護に関する計画及び国民の保護に関する業務計画を作成する際の基準となるべき事項
（基本指針等の必要記載事項）
第百八十二条　政府は、緊急対処事態に備えて、基本指針において、第三十二条第二項各号に掲げる事項のほか、緊急対処保護措置の実施に関し必要な事項を定めなければならない。
２　都道府県知事は、国民の保護に関する計画において、第三十四条第二項各号に掲げる事項のほか、
　緊急対処保護措置の実施に関し必要な事項を定めなければならない。
３　都道府県知事が前項の規定により緊急対処保護措置の実施に関し必要な事項を定める場合における第三十七条第二項の規定の適用については、第三十七条第二項第一号中「国民の保護のための措置」とあるのは、「国民の保護のための措置（緊急対処保護措置を含む。）」とする。
附　則
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。〔平成一六年九月政令二七四号により、平成一六・九・一七から施行〕
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